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教育の社会において憲法に位置づく教育基本法の改正から 10 年が経った。この改正教
育基本法の下で、2 回目（一部 3 回目）となる学習指導要領等i1 の改訂（改定）が行われ、
今年 2017 年（平成 29）年 3 月告示された。そこで、新旧の小学校学習指導要領・中学校
学習指導要領をテキストに、憲法用語としての「能力」、その「能力」と併せて改正教育
基本法で初めて創設された「資質」という法律用語について、記載数や内容との関連性を













戦後の 1947（昭和 22）年 3 月、わが国の教育社会においては憲法と同位に位置づく教育
基本法が公布された。そして、半世紀を超えて 60 年が経過する 2006（平成 18）年 12 月、
最初の改正がその全部を改めて新たな教育基本法が施行されてから 10 年が経過した。 
本論では「能力」と共に用いられる「資質」を検討していくが、そもそも「能力」は憲法
用語である。新しき日本建設の礎として 1946（昭和 21）年 11 月に公布された日本憲法第
26 条 1 項において、「すべての国民は、法律の定めるところにより、その能力に応じて、ひ
としく教育を受ける権利を有する。」iii3 と謳われる（下線は筆者による。以後も同じ。）。 
オリジナル（原文）は、Article 26 of the Constitution.“All people shall have the right to 
receive an equal education correspondent to their ability, as provided by law.”iv4 であっ
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ついては、小学校は学校教育法第 33 条（教育課程）や学校教育法施行規則第 52 条の規程、












































 ２-２  研究の方法 
調査の方法は、学習指導要領等の総則について、市販されている次の 6 つのテキストと
Web 上の情報を基に、義務教育機関である小学校と中学校の校種ごと、また幼児教育（幼
稚園、幼保連携型認定こども園、保育所）の園・所種ごとに平成 20 年 3 月（幼保連携型認






① 東洋館出版社編集部編（2017）『平成 29 年度版 小学校 新学習指導要領ポイント総整
理』東洋館出版社． 
前文は「小学校学習指導要領（平成 29 年 3 月 31 日告示）比較対照表」Web より 
（http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/micro_detail/__icsFiles/ 
afieldfile/2017/05/30/1384661_4_1_1.pdf）閲覧は 2017 年 8 月 26 日 
② 東洋館出版社編集部編（2017）『平成 29 年度版 中学校 新学習指導要領ポイント総整
理』東洋館出版社． 
③ 文部科学省（2008）『小学校学習指導要領解説 総則編（平成 20 年 8 月）』東洋館出版
社． 
④ 文部科学省（2008）『中学校学習指導要領解説 総則編（平成 20 年 9 月）』ぎようせい． 
⑤ ―（2017）『平成 29 年告示 幼稚園教育要領 保育所保育指針 幼保連携型認定こども
園教育・保育要領〈原本〉』チャイルド本社． 




３-１  新旧『小学校学習指導要領』の掲載数・内容比較 
 現行、小学校学習指導要領は 2011（平成 23 年）に全面実施された。これは、改正され
た教育基本法の規定や 2008（平成 20）年 1 月の中央教育審議会答申をふまえ、①教育基
本法で明確となった教育の理念をふまえ「生きる力」を育成すること、②知識・技能の習
得と思考力・判断力・表現力等の育成のバランスを重視すること、③道徳教育や体育など
の充実により、豊かな心と健やかな体を育成することを基本目的として 2008（平成 20 年）









新（平成29年告示）  現行（平成 20 年告示） 
資,能 資 能 資,能 資 能 
前文（新設） 2 1 1 ― ― ― 
第1 小学校教育の基本と教育課程の役割  1 0 0 0 0 1 
第2 教育課程の編成 5 0 0 0 0 0 
 4 学校段階等間の接続 (2) (0) (0) (0) (0) (0) 
第3 教育課程の実施と学習評価 1 0 0 0 0 0 
第4 児童の発達の支援 1 0 0 0 0 0 
 2 別な配慮を必要とする児童への指導 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
第5 学校運営上の留意事項 0 0 0 0 0 0 
第6 道徳教育に関する配慮事項 0 0 0 0 0 0 
合 計 10 1 1 0 0 1 
※ ただし、項目は新（平成 29 年告示）を用いた。また ☐の数値( )は内数を表す。 
 





資,能 資 能 資,能 資 能 
前文（新設） 2 1 1 ― ― ― 
第1 中学校教育の基本と教育課程の役割  0 0 0 0 0 1 
第2 教育課程の編成 5 0 3 0 0 0 
 4 学校段階等間の接続 (1) (0) (0) (0) (0) (0) 
第3 教育課程の実施と学習評価 1 0 2 0 0 1 
第4 生徒の発達の支援 1 0 0 0 0 0 
 2 特別な配慮を必要とする生徒への指導 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
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 第5 学校運営上の留意事項 1 0 0 0 0 0 
第6 道徳教育に関する配慮事項 0 0 0 0 0 0 
合 計 10 1 6 0 0 2 
※ ただし、項目は新（平成 29 年告示）を用いた。また ☐の数値( )は内数を表す。 
 
４ 内容比較（就学前教育・保育） 
４-１  『幼稚園教育要領』の内容比較 
この度の幼稚園教育要領において、第 1 章の総則では、「幼稚園教育において育みたい
資質・能力」と「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を初めて示した。その影響で、





資,能 資 能 資,能 資 能 
前文（新設） 2 1 1 ― ― ― 
第1章 総則 5 0 0 0 0 0 
 第1 幼稚園教育の基本 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
第2 幼稚園教育において育みたい資質・能力及び…姿  (4) (0) (0) (0) (0) (0) 
第3 教育課程の役割と編成等 (1) (0) (0) (0) (0) (0) 
第4 指導計画の作成と幼児理解に基づいた評価  (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
第5 特別な配慮を必要とする幼児への指導  (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
第6 幼稚園運営上の留意点 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
第7 教育課程に係る教育時間終了後等の教育活動など  (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
合 計 7 1 1 0 0 0 
第2章 ねらい及び内容 2 0 0 0 0 0 
 健康 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
人間関係 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
環境 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
言葉 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
表現 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
第3章 教育課程に係る教育時間… 0 0 0 0 0 0 
※ ただし、項目は新（平成 29 年告示）を用いた。また ☐の数値( )は内数を表す。 
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 具体的な事項は、幼稚園において生きる力の基礎を育むために、幼稚園教育の基本をふ
まえ、「次に掲げる資質・能力を一体的に育むよう努めるものとする。」として 3 つ掲げる。 
1、知識及び技能の基礎。2、思考力、判断力、表現力等の基礎。3、学びに向かう力、
人間性としている。1 の知識及び技能の基礎は、第 2 章の五領域（健康、人間関係、環境、、
言葉、表現）のねらいや内容に基づく活動で総合的に育むものとし、「幼稚園教育におい
て育みたい資質・能力」を指導する事項が内容とした。 




1 は健康領域として、2、3、4 は領域の人間関係で扱い、5、6、7、8 は環境領域で、 9
は領域の言葉で、10 は表現の領域で扱うものと考えられる。 


















資,能 資 能 資,能 資 能 
第1章 総則 4 0 0 0 0 0 
 第1 …教育及び保育の基本及び目標等 (3) (0) (0) (0) (0) (0) 
第2 …全体的な計画等 (1) (0) (0) (0) (0) (0) 
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 第3 …特に配慮すべき事項 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
合 計 4 0 0 0 0 0 
第2章 ねらい及び内容並びに配慮事項 2 0 1 0 0 1 
 第1 乳幼児期の園児の保育に関するねらい及び内容 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
第2 満1歳以上3歳未満の園児の保育に関するねらい  (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
健康 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
人間関係 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
環境 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
言葉 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
表現 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
第3 満3歳以上の園児の保育に関するねらい (0) (0) (1) (0) (0) (1) 
健康 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
人間関係 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
環境 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
言葉 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
表現 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
第4 教育及び保育の実施に関する配慮事項 0 0 0 0 0 0 
第3章 健康及び安全 0 0 0 0 0 0 
 第1 健康支援 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
第2 食育の推進 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
第3 環境及び衛生管理並びに安全管理  (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
第4 災害への備え (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
第4章 子育ての支援 0 0 0 0 0 0 
 第1 子育て支援全般に関わる事項 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
第2 園児の保護者に対する子育て支援  (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
第3 地域における子育て家庭の保護者等に対する支援  (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
※ただし、項目は新（平成 29 年告示）を用いた。また ☐の数値( )は内数を表す。 
 
４-３  新旧『保育所保育指針』の内容分析 













資,能 資 能 資,能 資 能 
第1章 総則 4 0 0 0 0 0 
 1 保育所保育に関する基本原則 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
2 養護に関する基本事項 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
3 保育の計画及び評価 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
4 幼児教育を行う施設としての共有すべき事項 (4) (0) (0) (0) (0) (0) 
合 計 4 0 0 0 0 0 
第2章 保育の内容 3 0 1 0 0 1 
 1 乳幼児に関わるねらい及び内容 (0) (0) (0) (0) (0) (1) 
2 1歳以上3歳未満児の保育に関わるねらい及び内容  (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
3 3歳以上児の保育に関するねらい及び内容  (1) (0) (1) (0) (0) (0) 
4 保育の実施に関して留意すべき事項  (1) (0) (0) (0) (0) (0) 
第3章 健康及び安全 0 0 0 0 0 0 
 1 子どもの健康支援 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
2 食育の推進 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
3 環境及び衛生管理上並びに安全管理  (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
4 災害への備え (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
第4章 子育て支援 0 0 0 0 0 0 
 1 保育所における子育て支援に関する基本的事項 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
2 保育所を利用している保護者に対する子育て支援  (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
3 地域の保護者に対する子育て支援  (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
第5章 職員の資質向上 0 1※ 0 0 0 0 
 1 職員の資質向上に関する基本的事項 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
2 施設長の責務 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
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 3 職員の研修等 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 
4 研修の実施体制等 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 




５-１  教育基本法改正時点 
教育基本法の改正当時、前文部科学審議官の田中壮一郎らは、「資質」や「国家及び社
会の形成者として必要とされる基本的な資質」について次のように言っている。 











































①  知・徳・体を中心として教育が目指すべき基本的な事柄 
②  主として自分自身に係る事柄 
③  主として社会とのかかわりに係る事柄 
④  主として人としての生存や、自然との共生に係る事柄 








④  生命を尊び、自然を大切にし、環境の保全に寄与する態度を養うこと。 
⑤  伝統と文化を尊重し、それらをはぐくんできた我が国と郷土を愛するとともに、他
国を尊重し、国際社会の平和と発展に寄与する態度を養うこと。 























５-２  その後の論調 










辺が初期にあたる。筆者が編集代表を務める『教職の先達』第 2 号、（2014（平成 26）年




















































































































































   
７ 今後の課題 
学習指導要領等の改訂をみた今年、2017（平成 29）年、日本国憲法施行から 70 周年、
教育基本法を全面改正し、実施してから 10 年となる。そこで全面改正後に謳った「資質
を備える」や「資質を養う」、「能力を伸ばす」という法律用語の表し方について、「資質・





























なお、本論は、今年（2017）年 10 月 21 日、一橋大学で開催された日本教育社会学会
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